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代表者名 取締役社長 菅野 暁
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有価証券報告書提出予定日 2022年4月8日

分配金支払開始日 2022年2月16日

Ⅰファンドの運用状況

１．2022年1月期の運用状況(2021年7月9日～2022年1月8日)

（1）資産内訳 （百万円未満切捨て）

主要投資資産
現金・預金・その他の資産

（負債控除後）
合計（純資産）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年1月期 51,122 (98.4) 857 (1.6) 51,979 (100.0)

2021年7月期 48,324 (98.2) 888 (1.8) 49,213 (100.0)

（2）設定・交換実績

前計算期間末

発行済口数（①）
設定口数（②） 交換口数（③）

当計算期間末

発行済口数

（①＋②－③）

千口 千口 千口 千口

2022年1月期 26,239 0 0 26,239

2021年7月期 30,081 96 3,938 26,239

（3）基準価額

総資産

（①）

負債

（②）

純資産

（③（①－②））

100口当たり基準価額

((③/当計算期間末発行済口数)×100)

百万円 百万円 百万円 円

2022年1月期 59,852 7,872 51,979 198,096

2021年7月期 56,351 7,138 49,213 187,552

（4）分配金

100口当たり分配金

円

2022年1月期 1,730

2021年7月期 2,030

２．会計方針の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更  無

② ①以外の変更 無
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Ⅱ財務諸表等

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

第10期
2021年7月8日現在

第11期
2022年1月8日現在

資産の部

流動資産

コール・ローン 7,879,033,592 8,582,494,352

株式 48,324,948,34051,122,541,960

派生商品評価勘定 － 9,152,130

未収入金 － 6,074,820

未収配当金 64,278,375 73,945,881

未収利息 134,075 8,125

前払金 21,340,000 750,000

その他未収収益 4,054,679 6,472,342

差入委託証拠金 57,720,000 50,700,000

流動資産合計 56,351,509,06159,852,139,610

資産合計 56,351,509,06159,852,139,610

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 19,975,180 330,990

前受金 － 15,540,000

未払金 13,156,080 －

未払収益分配金 532,665,219 453,946,221

未払受託者報酬 8,114,037 8,045,466

未払委託者報酬 41,046,624 40,963,686

未払利息 － 10,662

受入担保金 6,513,134,145 7,343,046,899

その他未払費用 10,358,116 10,613,590

流動負債合計 7,138,449,401 7,872,497,514

負債合計 7,138,449,401 7,872,497,514

純資産の部

元本等

元本 32,720,863,50232,720,863,502

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 16,492,196,15819,258,778,594

（分配準備積立金） 1,650,819 1,034,116

元本等合計 49,213,059,66051,979,642,096

純資産合計 49,213,059,66051,979,642,096

負債純資産合計 56,351,509,06159,852,139,610
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（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第10期
自 2021年1月9日
至 2021年7月8日

第11期
自 2021年7月9日
至 2022年1月8日

営業収益

受取配当金 554,649,630 499,963,781

受取利息 664,366 1,201,839

有価証券売買等損益 1,425,506,106 2,739,249,619

派生商品取引等損益 26,821,070 27,949,520

その他収益 44,704,701 20,549,117

営業収益合計 2,052,345,873 3,288,913,876

営業費用

支払利息 746,195 1,340,477

受託者報酬 8,114,037 8,045,466

委託者報酬 41,046,624 40,963,686

その他費用 18,430,187 18,035,590

営業費用合計 68,337,043 68,385,219

営業利益又は営業損失（△） 1,984,008,830 3,220,528,657

経常利益又は経常損失（△） 1,984,008,830 3,220,528,657

当期純利益又は当期純損失（△） 1,984,008,830 3,220,528,657

一部交換に伴う当期純利益金額の分配額又は一部交

換に伴う当期純損失金額の分配額（△）
－ －

期首剰余金又は期首欠損金（△） 17,518,924,20816,492,196,158

剰余金増加額又は欠損金減少額 60,956,896 －

当期一部交換に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
－ －

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
60,956,896 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 2,539,028,557 －

当期一部交換に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
2,539,028,557 －

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
－ －

分配金 532,665,219 453,946,221

期末剰余金又は期末欠損金（△） 16,492,196,15819,258,778,594
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項目

第11期

自 2021年7月9日

至 2022年1月8日

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 株式

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ

たっては、金融商品取引所等における最終相場（最終相場のないものにつ

いては、それに準ずる価額）、又は金融商品取引業者等から提示される気

配相場に基づいて評価しております。

２. デリバティブ等の評価基準及び評

価方法

先物取引

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあたっ

ては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所等

の発表する清算値段又は最終相場によっております。

３. 収益及び費用の計上基準 受取配当金

原則として、配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を計上

しております。

（貸借対照表に関する注記）

項目
第10期

2021年7月8日現在

第11期

2022年1月8日現在

１. 期首元本額 37,512,048,245円 32,720,863,502円

期中追加設定元本額 120,709,600円 －円

期中一部交換元本額 4,911,894,343円 －円

２. 受益権の総数 26,239,666口 26,239,666口

３. 有価証券の消費貸借契約により貸

し付けた有価証券

6,120,008,100円 6,748,411,230円

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

項目

第10期

自 2021年1月9日

至 2021年7月8日

第11期

自 2021年7月9日

至 2022年1月8日

１. その他費用 その他費用の内訳は、監査費用

（176,632円）、ライセンス料

（15,674,122円）、その他

（2,579,433円）となっております。

その他費用の内訳は、監査費用

（177,408円）、ライセンス料

（15,553,807円）、その他

（2,304,375円）となっております。

２. 分配金の計算過程 当計算期間中に計上した受取配当

金、配当株式、受取利息及びその他

収益金から支払利息を控除した当期

配当金等収益額（599,272,502円）及

び分配準備積立金（2,634,384円）の

合計額から、経費（67,590,848円）

を控除して計算される分配対象額は

534,316,038円（100口当たり2,036

円）であり、うち532,665,219円

当計算期間中に計上した受取配当

金、配当株式、受取利息及びその他

収益金から支払利息を控除した当期

配当金等収益額（520,374,260円）及

び分配準備積立金（1,650,819円）の

合計額から、経費（67,044,742円）

を控除して計算される分配対象額は

454,980,337円（100口当たり1,733

円）であり、うち453,946,221円
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（100口当たり2,030円）を分配金額

としております。

（100口当たり1,730円）を分配金額

としております。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

項目

第10期

自 2021年1月9日

至 2021年7月8日

第11期

自 2021年7月9日

至 2022年1月8日

１. 金融商品に対する取組方針 当ファンドは、証券投資信託であ

り、信託約款に規定する「運用の基

本方針」に従い、有価証券等の金融

商品に対して投資として運用するこ

とを目的としております。

同左

２. 金融商品の内容及び当該金融商品

に係るリスク

当ファンドが保有する金融商品の種

類は、有価証券、デリバティブ取

引、コール・ローン等の金銭債権及

び金銭債務であります。これらは、

市場リスク（価格変動リスク、為替

変動リスク、金利変動リスク）、信

用リスク、及び流動性リスクを有し

ております。

また、当ファンドの利用しているデ

リバティブ取引は、株価指数先物取

引であります。当該デリバティブ取

引は、信託財産が運用対象とする資

産の価格変動リスクの低減及び信託

財産に属する資産の効率的な運用に

資する事を目的とし行っており、株

価の変動によるリスクを有しており

ます。

同左

３. 金融商品に係るリスク管理体制 運用担当部署から独立したコンプラ

イアンス・リスク管理担当部署が、

運用リスクを把握、管理し、その結

果に基づき運用担当部署へ対応の指

示等を行うことにより、適切な管理

を行います。リスク管理に関する委

員会等はこれらの運用リスク管理状

況の報告を受け、総合的な見地から

運用状況全般の管理を行います。

運用担当部署から独立したコンプラ

イアンス・リスク管理担当部署が、

運用リスクを把握、管理し、その結

果に基づき運用担当部署へ対応の指

示等を行うことにより、適切な管理

を行います。運用評価委員会等はこ

れらの運用リスク管理状況の報告を

受け、総合的な見地から運用状況全

般の管理を行います。

２．金融商品の時価等に関する事項

項目
第10期

2021年7月8日現在

第11期

2022年1月8日現在

１. 貸借対照表計上額、時価及びその

差額

貸借対照表上の金融商品は原則とし

てすべて時価で評価しているため、

貸借対照表計上額と時価との差額は

ありません。

同左
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２. 時価の算定方法 (１)有価証券

「（重要な会計方針に係る事項に関

する注記）」にて記載しておりま

す。

(２)デリバティブ取引

「（デリバティブ取引等に関する注

記）」にて記載しております。

(３)上記以外の金融商品

上記以外の金融商品（コール・ロー

ン等の金銭債権及び金銭債務）は短

期間で決済されるため、帳簿価額は

時価と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

同左

３. 金融商品の時価等に関する事項に

ついての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基

づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。また、デリバティブ取

引に関する契約額等は、あくまでも

デリバティブ取引における名目的な

契約額であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。

同左

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

種類

第10期

2021年7月8日現在

第11期

2022年1月8日現在

当期の

損益に含まれた

評価差額（円）

当期の

損益に含まれた

評価差額（円）

株式 1,126,318,541 1,714,122,469

合計 1,126,318,541 1,714,122,469

（デリバティブ取引等に関する注記）

株式関連

種類

第10期

2021年7月8日現在

契約額等（円） 時価（円） 評価損益（円）

うち

１年超

市場取引

先物取引

買建 903,620,000 － 883,660,000 △19,960,000

合計 903,620,000 － 883,660,000 △19,960,000
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種類

第11期

2022年1月8日現在

契約額等（円） 時価（円） 評価損益（円）

うち

１年超

市場取引

先物取引

買建 827,595,000 － 836,430,000 8,835,000

合計 827,595,000 － 836,430,000 8,835,000

（注）時価の算定方法

株価指数先物取引

１． 原則として計算日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しておりま

す。

２． 先物取引の残高表示は、契約額によっております。

３． 契約額等には手数料相当額を含んでおりません。

※上記取引で、ヘッジ会計が適用されているものはありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

（1口当たり情報に関する注記）

第10期

2021年7月8日現在

第11期

2022年1月8日現在

1口当たり純資産額 1,875.52円 1,980.96円

（100口当たり純資産額） (187,552円) (198,096円)


